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九州大学記者クラブ会員各位 
 
 

 
共同声明「国際化拠点整備事業（グローバル 30）の強化を要望する」 
の発表について 

 
 

平成２１年度に開始された国際化拠点整備事業（グローバル３０）に採択されている

１３大学は本日（平成２２年１１月１６日）１３時から、学士会館（東京都千代田区）

において、グローバル３０が昨年に引き続き、行政刷新会議の仕分けの対象になったこ

とに関して、記者会見を開催し、添付のとおり共同声明を発表しましたので、お知らせ

いたします。 
なお、本件につきましては、グローバル３０採択大学より関係の記者クラブ・報道機

関あて送付しておりますことを申し添えます。 
 
 
添付資料 
① グローバル３０推進事務局からのリリース文 
② 国際化拠点整備事業（グローバル 30）の強化を要望する賛同者一覧 
③ 共同声明「国際化拠点整備事業（グローバル 30）の強化を要望する」 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



【記事掲載のお願い】   
平成２２年１１月１６日  
グローバル 30 推進事務局 

 
共同声明「国際化拠点整備事業（グローバル 30）の強化を要望する」に 

ついて 
 

平素より、大学の国際化推進についてご理解、ご協力いただき誠にありがとうござい

ます。 
平成２１年度に開始された国際化拠点整備事業（グローバル 30）に採択されている

１３の大学は、昨年に引き続き行政刷新会議の事業仕分けの対象となったことに関して、

下記のとおり各大学の代表者による記者会見を開催し、添付のとおり共同声明を発表し

ましたことをお知らせいたします。 
 

記 
 
日時： 平成２２年１１月１６日（火）１３時～１４時 
 
会場： 学士会館 ２０２号室  東京都千代田区神田錦町３－２８ 

 

出席者： 

（大学関係者） 
東北大学総長補佐   木島 明博     筑波大学理事・副学長   塩尻 和子 
東京大学理事・副学長 田中 明彦   名古屋大学副総長     渡辺 芳人 
京都大学副理事・ 
国際交流推進機構長  森  純一     大阪大学理事・副学長   辻 毅一郎 
九州大学副学長    吾郷 眞一 
慶應義塾大学常任理事 阿川 尚之     上智大学学長       石澤 良昭 
明治大学副学長    勝  悦子     早稲田大学理事      田中 愛治        

同志社大学副学長   龍城 正明     立命館大学副学長     上田 寬 
     
（賛同者） 
元国連事務次長    明石 康   
 

 
以上 

（お問い合わせ） 
 グローバル 30 推進事務局 東京大学国際部国際交流課（担当 安部） 

TEL：03-5841-0264 E-mail:G30office@ml.adm.u-tokyo.ac.jp 



 

 
 

 
 

国際化拠点整備事業（グローバル 30）の強化を要望する 
賛同者一覧 

 
平成 22 年 11 月 16 日 

 
 

明石 康      元国連事務次長 
内永 ゆか子    株式会社ベネッセホールディングス取締役副社長 

ベルリッツインターナショナルインク代表取締役会長 
兼社長兼 CEO 

ジェラルド・カーティス   コロンビア大学教授 
行天 豊雄    財団法人国際通貨研究所理事長（財務省特別顧問） 
黒川 清      政策研究大学院大学教授（日本学術会議前会長） 
小坂 賢次    参議院議員 
小林 陽太郎    富士ゼロックス株式会社元取締役会長 
高島 肇久     株式会社日本国際放送代表取締役社長 
田中 均      日本総研国際戦略研究所理事長（元外務審議官） 
張 富士夫     トヨタ自動車株式会社代表取締役会長 
土井 香苗    ヒューマン・ライツ・ウォッチアジア局東京ディレクター 
ジョージ・Ｒ・パッカード  米日財団理事長 
林 よしまさ    参議院議員 
広中 和歌子    前参議院議員 
ロバート・アラン・フェルドマン  モルガン・スタンレーMUFG 証券株式会社 

マネージング ディレクター 調査統括本部経済調査部長 
福川 伸次    財団法人機械産業記念事業財団会長 
グレン・Ｓ・フクシマ   エアバス・ジャパン株式会社取締役会長 
本田 敬吉    社団法人日本経済団体連合会アメリカ委員会企画部会部会長 
柳井 俊二     国際海洋法裁判所判事（元駐米大使） 
薬師寺 泰蔵    財団法人世界平和研究所研究顧問 
山本 正      財団法人日本国際交流センター理事長 
渡邊 幸治    財団法人日本国際交流センターシニア・フェロー 
 

（五十音順） 



国際化拠点整備事業（グローバル 30）の強化を要望する 
 

平成 22 年 11 月 16 日 
 

東北大学理事    根 元 義 章 
筑波大学理事・副学長  塩 尻 和 子 
東京大学理事・副学長  田 中 明 彦 
名古屋大学副総長  渡 辺 芳 人 
京都大学理事・副学長  赤 松 明 彦 
大阪大学理事・副学長  辻   毅一郎 
九州大学理事・副学長  倉 地 幸 徳  
慶應義塾常任理事  阿 川 尚 之 
上智大学副学長  ジャン-クロード・ 

         オロリッシュ  
明治大学副学長  勝   悦 子 
早稲田大学常任理事・副総長 内 田 勝 一 
同志社大学副学長  龍 城 正 明 
立命館大学学長  川 口 清 史 
 

                                              
私たちは、平成 21 年度に開始された文部科学省事業国際化拠点整備事業（グローバル 30）に採

択されている 13 の大学です。同事業が、昨年に引き続き行政刷新会議の事業仕分けの対象となった

ことに強い衝撃を受けています。世界の高等教育関係者には、グローバル 30 プログラムを通じて日

本が大学の国際化を本格的に開始したと認識されています。再び「縮減」などということになれば、

国際社会における日本の信頼が大きく傷つくばかりでなく、日本の将来について致命的な打撃を与

えるのではないかと大変憂慮しています。 
言うまでもなくグローバル化の進展は、国内の経済や社会全般に大きな影響を与えています。企

業における国際競争力の強化は、日本の国力の根幹をなすものであり、それを支える人材を送り出

している大学において、世界で活躍できる人材を育成するための国際的な教育環境を整備していく

ことが必須です。私たち採択大学は、大学の国際化の推進、留学生に対する魅力的な教育などの提

供、さらに日本人学生も含めた国際的に活躍できる高度な人材の養成を図る同事業が、今日の日本

にとって必要不可欠であると確信し、推進してきました。 
今や世界の有力な大学の間では、世界中から有能な学生を集める熾烈な人材獲得競争が繰り広げ

られており、中国や韓国など新興国においても留学生の獲得競争が熱を帯びています。この人材獲

得競争の行き着く先は、日本の産業界にとっても決定的な重要性を持ちます。これから全世界的展

開を指向する企業は、世界を目指して飛翔する日本人学生とともに、日本文化を理解し、自国のみ

ならず日本を発展させる力を持つ、留学生を求めています。私たち採択大学は、各大学の国際化を

推し進め、海外大学共同利用事務所を開設し、海外で積極的な広報活動を展開し、世界から優秀な

留学生を集めています。英語による学位取得プログラムを提供し、留学生と日本人学生が切磋琢磨

することによって、近年内向き傾向と言われている日本人の若者をして、日本に軸足を置きながら、



しかも国際社会で逞しく活躍できる人材に育成することができるのです。さらに日本の大学から巣

立つ留学生の就職、キャリア･パスの確立を目指し、フォーラムを開催するなど産業界との連携を積

極的に進め、高い評価を得ています。こうした取り組みを財政的に支援するプログラムがグローバ

ル 30 です。今後、こうした国際化に対する取り組みの経験や実績は、日本の多くの大学にも生かさ

れる事になります。 
このような様々な努力の結果、グローバル 30 という日本のメッセージが広く国際社会に伝わり、

日本の大学がグローバル化の方向に大きく舵を切りつつあるとの評価が生まれています。事業開始

二年目の本年度から、各大学において英語プログラムへの留学生受け入れが本格化しています。そ

れにもかかわらず、同事業が昨年に引き続き「縮減」というようなことになれば、学年進行してい

く留学生に対する教育計画や支援体制に齟齬を生ずるばかりか、日本の政府は「大学の国際化は必

要ない」、「英語で学位の取れるプログラムを作ることは無駄である」と考えているというメッセー

ジを国際社会に伝えることになり、日本に対する国際社会からの信頼を失うことになることが懸念

されます。 
この意味でも同事業は、将来の日本社会の持続的活力の維持を左右すると言っても過言ではな

い状況になっています。政府には、このような国際的視点と人材教育の視点から、大学及び日本

社会の国際化のためのグローバル 30 をさらに拡充強化されることを強く要望します。 
以上 
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